は　　し　　が　　き

平成18年度の経済情勢については、雇用形態の多様化などにより労働賃金は伸び悩んだものの、大企業を中心とする企業収益は引き続き好調に推移し、民間需要中心の経済成長が続きました。これにより、14年２月から始まった今回の景気回復は、戦後最長であったいざなぎ景気を超える長さとなり、18年度の名目の国内総生産（ＧＤＰ）は５１１兆９,６２８億円で、経済成長率は名目１.６％、実質２.４％（17年度は、名目１.１％、実質２.４％）と、実質では５年連続、名目では４年連続のプラス成長と、18年度も、外需に支えられた企業部門の好調を背景とした緩やかな景気回復が続いたところです。
また、企業部門については、18年３月期の企業収益は、国内外の需要の拡大や為替の円安傾向を背景に、金融を除く全産業で経常利益が前年同期対比１３.５％増（連結ベース；日本経済新聞社調べ）となり、４年連続で増益となりました。
こうした中、平成18年度の県税決算額は、最終予算額１兆６３９億円を１９億円上回る１兆６５８億円と、17年度の決算額（９,９９１億円；16年度対比２.５％増）を上回る３年連続の増収（前年対比６.７％増）となったところです。
この県税決算額の内容について主な税目をみると、まず、法人二税については、国内外での需要が好調に推移したことや、為替の円安傾向などにより、18年３月期の企業収益が４期連続の増益（前年対比１３.５％増；連結ベース）となったことを反映して、製造業、非製造業ともに申告実績が好調であったことなどから、前年対比で１１.３％増の３,８０７億円（17年度３,４２１億円）となりました。
次に、個人県民税については、雇用環境の改善に加え、定率減税の縮減や老年者控除の廃止などの税制改正により、均等割及び所得割が増収となったほか、好調な企業決算を背景に配当割も前年度を４割近く上回ったことなどから、全体では、前年対比で１０.６％増の２,４８９億円（17年度２,２５０億円）となりました。
また、その他の税目では、地方消費税が、原油価格の高騰や為替の円安傾向に伴う通関額の増加により貨物割が大幅に増加となったことから、前年対比で７.４％増の１,６６４億円（17年度１,５４９億円）となりました。
このように、法人二税、個人県民税及び地方消費税といった主要な税目で増収となったことから、18年度の県税決算額は３年連続の増収となりました。これに加えて、三位一体の改革の中で暫定的に措置された所得譲与税の譲与総額が大幅に増額されたこともあり、市町村に対する税交付金等を除いた実質の収入額についても、１兆６１７億円と前年度（８,７８８億円）を大きく上回りました。
  なお、収入歩合については、市町村と連携して地方税収確保対策に取り組んだ個人県民税をはじめとして、自動車税などの税目で収入未済額の圧縮（17年度２７８億円→18年度２７０億円）が図られたことなどから、４年連続で上昇し、前年度を０.３ポイント上回る９７.４％となったところです。

　この県税統計書は、18年度の県税収入実績を中心に、本県の税務行政の状況を取りまとめたものです。本書が多くの方々に利用され、県税について一層のご理解をいただければ、幸いに存じます。

　　平成20年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 税務課長　納　谷　次　弘
